
感情的
あなたの感情的および社
会的ニーズが守られている
と信頼できること

物理的
あなたの物理的な
空間が安全であるこ
とを信頼できること

戦略：
• コミュニケーション

• 成長または縮小の管理

• デジタルトランスフォーメー
ション

戦術：
• 将来の世代のための計画

• ガバナンス

• 組織は、さまざまなステークホル
ダーにとってどの程度、信頼できる
存在ですか

• どのステークホルダーが最も信頼
できますか。また、最も信頼できな
いのはどのステークホルダーですか

• パンデミックは、ステークホルダー
が組織に対して抱いている信頼の
レベルにどのような影響を与えまし
たか

信頼の4つの側面

信頼でリードするファミリーエンタープライズ。
混乱した市場でいかに成長するか。

プライベートファミリーエンター
プライズにとって重要な組織の
優先事項

アジア太平洋地域のファミリー
エンタープライズの競争優位性
－混乱からの急速な回復

信頼を兼ね備えた
コミュニケーション

信頼を基盤とした
成功と成長

デジタルトランス
フォーメーションに
おける信頼の維持

多世代を意識した
後継者計画

すべてのステークホル
ダーを考慮した正式な
ガバナンス体制の構築

コロナ後の世界で
成功するための道

意図

能力

デジタル
あなたの情報およびデータが
安全であると信頼できること

財務的
あなたの財務的懸
念が払拭されている
と信頼できること

• すべてのステークホルダーに時代が変わったこと
を周知する

• 正式なガバナンス体制を構築する際には、特に
家族以外の従業員を含め、多くのステークホル
ダーからの意見を求める

• 設計から実行、修正まで、正式なガバナンスプロ
セスのあらゆる側面に透明性を持たせる

• そして、ニーズの変化に応じてガバナンス体制を
進化させることを恐れない

• 後継者計画の策定プロセスを開始する（まだ
開始していない場合）

• 従業員との透明性を確保する 

• 次世代リーダーに一部の支配権を委譲して、厳
選した事業領域をサポートする

• 単なる次世代リーダーの特定を超えて考える

• 文化的変化をサポートしてデジタ
ルトランスフォーメーションを成功
させる

• デジタル戦略をステークホルダー
に伝える

• サイバーセキュリティを優先する

• 公正で透明な価格設定を行う

• オペレーションとイノベーションの透明
性を構築または維持する

• 長期的と即時の両方の成長機会を模
索して組織の目的を達成し、コミュニ
ティのニーズに対応する

• 事業縮小が避けられない場合は、関係
を持続させる

• 危機コミュニケーションチームを設立
する 

• 包括的で共感できる仕事復帰コミュ
ニケーションプランを策定する 

• 従業員が顧客やその他のステークホ
ルダーともコミュニケーションを取れ
るようにする 

• 的を絞った戦略的な財務透明性に取
り組む

• 創業者主導かつアジャイル

• 従業員や顧客の安全を守る
ために迅速に行動する

• 長期的な視点でビジネスの
優先順位をリセットする

• 時間、労力、リソースを投じ
て社会を支援する

• 経済的なレジリエンスを維持
する

デロイト トーマツ グループは、日本におけるデロイト アジア パシフィック リミテッドおよびデロイトネットワークのメンバーであるデロイト トーマツ合同会社ならびにそのグループ法人（有
限責任監査法人トーマツ、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT弁護士法人およ
びデロイト トーマツ コーポレート ソリューション合同会社を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは、日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループのひとつであり、各法人
がそれぞれの適用法令に従い、監査・保証業務、リスクアドバイザリー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、税務、法務等を提供しています。また、国内約30都市以上に
1万名を超える専門家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループWebサイト（www.deloitte.com/jp）をご覧ください。

Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（�DTTL�）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して�デロイトネッ
トワーク�）のひとつまたは複数を指します。DTTL（または �Deloitte Global�）ならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体であり、第三者に関
して相互に義務を課しまたは拘束させることはありません。DTTLおよびDTTLの各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不作為についてのみ責任を負い、互いに他の
ファームまたは関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。DTTLはクライアントへのサービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/about をご
覧ください。
デロイト アジア パシフィック リミテッドはDTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞ
れ法的に独立した別個の組織体であり、アジア パシフィックにおける100を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、メルボルン、
大阪、ソウル、上海、シンガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。

Deloitte（デロイト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、リスクアドバイザリー、税務およびこれらに関連するプロフェッショナルサービスの分野で世
界最大級の規模を有し、150を超える国・地域にわたるメンバーファームや関係法人のグローバルネットワーク（総称して �デロイトネットワーク�）を通じFortune Global 500®の8割
の企業に対してサービスを提供しています。�Making an impact that matters�を自らの使命とするデロイトの約312,000名の専門家については、（www.deloitte.com）をご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（�DTTL�）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームお
よびそれらの関係法人（総称して�デロイト・ネットワーク�）が本資料をもって専門的な助言やサービスを提供するものではありません。皆様の財務または事業に影響を与えるような意思
決定または行動をされる前に、適切な専門家にご相談ください。本資料における情報の正確性や完全性に関して、いかなる表明、保証または確約（明示・黙示を問いません）をするもの
ではありません。またDTTL、そのメンバーファーム、関係法人、社員・職員または代理人のいずれも、本資料に依拠した人に関係して直接また間接に発生したいかなる損失および損害
に対して責任を負いません。DTTLならびに各メンバーファームおよびそれらの関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。

Member of
Deloitte Touche Tohmatsu Limited

© 2020. For information, contact Deloitte Touche Tohmatsu LLC, Deloitte Tohmatsu Consulting LLC, Deloitte Tohmatsu 
Financial Advisory LLC,  Deloitte Tohmatsu Tax Co., DT Legal Japan.

お問い合わせ
Deloitte Private Japan
email:  dpj@tohmatsu.co.jp


